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麓地の住宅団地面積と掘削土砂量・災害を調べ，田村ほか(1982) は大阪 50km 闇内の宅地































































C. 河南丘陵 D. 巌山山地 E. 石川低地
H. 泉南丘陵 I.神於山山地 J. 信太山台地
M. 堺・泉北臨海平野 N. 旧大和川扇状地
Q. 葛城山地 R. 金剛山地 S. 和泉山地
資料〉国土庁『地形分類図』
成。
(1976年) 10万分の 1 I大阪府」ほか，および現地調査により作
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状況図・住宅開発状況一覧表J (1977 ・ 1979 ・ 1986年)，国土地理院『土地利用図J (1977 ・
たんのわ いわわきざん
1983 ・ 1984年) 2 万 5 千分の 1 r富田林・内畑・淡輪・五候・岩湧山・岸和田東部・大阪西南
部・尾崎・樽井・堺・岸和田西部・大阪東南部・古市」などを判読し，現地調査により補った。
(2)原地形の複元は，地理調査所・国土地理院『地形図J (1951 ・ 1954 ・ 1955 ・ 1960年) 5 万分
の 1 r大阪西南部・五僚・岸和田・大阪東南部」を基図とし， 4 倍に拡大して 1 辺 500m
間隔メッシュをかけ，起伏量・海抜高度・谷密度・傾斜方向を計測した。さらに，大阪府企業
局『泉北丘陵現形平面図J (1968年) 500分のしおよび1， 000分の 1 r光明池地区・栂地区・
泉ケ丘地区」により，精密な計測をし現地調査で補足した。加えて，国土地理院『土地条件図』
(1983年) 2 万 5 千分の 1 r大阪東南部・大阪西南部J，国土庁土地局『表層地質図J W地形分
類図J (1976 年) 10 万分の 1 r大阪東南部・大阪西南部」を判読し， 現地調査で補足した。
(3)時期区分は1945"-'1988年の聞を 5 年ごとに小区分し，時代的特色により戦災復興期(1945"-'
1954年〉 ・高度成長期前半(1955"-'1964年) ・高度成長期後半(1965"-'1974年〉 ・安定成長期
0975"-' 1984年〉・バブル崩壊期(1985"-'1988年〉の 5 期に大区分した。各住宅地の住宅地化
した時期は着工時点で、ある。 (4)地域区分は浅香山 (22.3 m) と三国山 (885.7 m) 頂上の東方
1km を結ぶ南北線，佐野川河口;から南北線に直交する線と，金剛生駒国立公園の河南町下河
内から南北線に直角に交わる線で，研究対象地域をほぼ 4 等分し，北西部仏〉・南西部(鴎・北東








円であったものが， 1989年12月には 39， 000 円に急騰した。地価も 1986'"'-'1987年の聞に約2.5倍に急騰
した。ちなみに株価は1991年 7 月上旬には23， 000円を割り込む一方，同年 5 月の建設省『不動産価格
動向』によれば，不動産価格は1990年10月より下落してきたことが報告されている。集英社『情報・








南郊 10，，-，50 km 圏内にあり，現在は南海電鉄本線・ JR阪和線・南海電鉄高野線・近鉄長野
線・水間鉄道・泉北高速鉄道・近鉄南大阪線・阪堺電軌阪堺線やR26 ・ R166. R170 ・ R309 ・
R310 ・ R371などの国道も通り，大阪市南部の結節点である難波・天王寺駅とは30"-'50分間で







日本住宅公団(1975) によれば，終戦直後のわが国では約 420 万戸の住宅が不足していたと
いう。そのために戦災復興期の前半(1945"-'1949年〉は，第 2 次世界大戦の空襲で擢災した戦
災者収容施設の建設期で、あった。最初の住宅地化は1945年に信太山台地北部の旧陸軍演習場跡
地の一部が利用され，段丘礁層の未固結堆積物よりなる中・低位段丘面の 0.13 ha で始まっ
たが，それは堺市向陵町の市営第 3 北榎で，第 2 種木造平屋建16戸，大阪中央環状線北側の沿
線にあり，国道R310との突差点に近く， J R阪和線と南海電鉄高野線の三国ヶ丘駅の東方約
うみ
500m に位置し 利便性は高い。また，ほぼ同時期に第 2 種木造棟分け平屋建 8 戸の市営海
塚が，貝塚市堀 1 丁目に建築された。これは泉南台地北部の自然堤防と砂州の未固結堆積物よ
りなる地盤上に，面積 0.22 ha の住宅地化をみたもので，南海電鉄本線と水間鉄道の貝塚駅




その分布は堺市 7 ・岸和田市 2 ・和泉市 1 ・貝塚市 1 であり，総て堺・泉北臨海平野と信太山
台地の北部，および泉南台地に位置している。そして，この時期の住宅地化は全住宅地化メッ
(3) I公営住宅法J の収入基準により，入居者の収入金額に基づいて第 1 種と第 2種に分類される。源
泉徴収表の総所得額から，同居人 1 人につき33万円を控除し，その金額を12で、割った金額，すなわち
収入月額が10万円未満の家族は第 2種，収入月額が 10""'16万2， 000 円の家族は第 1 種に入居する資格
がある。
(4) 市営北榎・海塚の住宅を対象にして， 1989年 8 月 7""'15 日の聞に実施した現地調査の結果で、ある。
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シュの1. 5%，僅かに16メッシュ(図 2) に過ぎず，地域区分では北西部ω13，北東部(り 3 メ
ッシュと偏在し，延べ面積は 13.0 ha，総戸数1， 129戸で，全部が第 1 匙たは第 2 種木造平
屋建の市営賃貸住宅であるが，例外的に堺市の市営砂道アパートの24戸， 0.2 ha は中層耐火
構造である。また 1 住宅地当り建設戸数が比較的多いものは， 1947年に開発された堺市の市
営担ケ丘 (4.0ha ， 314戸〉と， 1948年に開発された堺市の市営浅香山 (5.14 ha , 359戸)の 2
か所のみで 1 住宅地当り平均面積は1. 18 ha，平均戸数は 102.6 戸と小規模であり，民間の
開発は 1 か所もない。
戦災復興期の後半(1950~1954年〉も民間開発はなく，府営・公社・市営・町営などの公共
的開発主体が国庫補助を受けて急速に木造賃貸住宅を建設した。その結果， 13市 3 町で府営22
・公社 8 ・市営36 ・町営 7 の合計73か所で住宅地化が進展し，総面積 61.39 ha，総戸数4， 837
戸が開発された。その 1 住宅地当りの平均面積は 0.84 ha，平均戸数66.3戸である。なかでも
堺市の住宅地化は著しく，他の市・町の住宅地化は平均3.4か所， 3. 1 ha, 210.9戸であるのに
対して，堺市のみが22か所， 14.4 ha , 1, 673戸である。また，この時期は全住宅地化メッシュ





取石町の府営高石で，第 1 種の耐火構造と特殊耐火構造の部分からなり，面積1.53 ha，戸数
284戸，高石・和泉・堺の 3 市の境界付近に位置し， J R阪和線の富木駅の南方約 700m に
あって利便性は高い。また，その位置は堺・泉北臨海平野と信太山台地の接点であり，地盤は
段丘磯層と砂の未回結堆積物である。逆に最も戸数が少ないのは1950年に開発された，堺市榎
元町の市営第 3 南榎で，第 2 種木造平屋建 2 戸， 0.05ha であり，それは仁徳天皇陵の北側，
南海電鉄高野線の堺東駅の南方約 700m ， J R阪和線の三国ヶ丘駅の北西約 700m，大阪中
央環状線と国道R310の交差点の北側に位置し，利便性が高く，堺・泉北臨海平野と信太山台
地の接点で，段丘磯層と砂の未固結堆積物の地盤上に立地してし、る。
全戦災復興期の10か年(1945~1954年)の住宅地化は，合計91 メッシュ(表 2) となり，分
布は北西部(A)54 ・北東部ω19 ・南西部(B)I 3 ・南東部制 5 であり(図 2 )，北西部が卓越し，堺
・和泉・岸和田・貝塚の 4市から始まり，柏原市の一部，太子・美原・狭山・河南の各町と千
早赤阪村など 1 市 4 町 1 村を除く 13市 3 町におよぶ。それは比較的に地形改変が容易な砂・磯
・泥などの軟弱な未固結堆積物からなる信太山台地・泉南台地である。堺・泉北臨海平野の J












期住宅建設計画であり， 1955""'1964年の聞に建設計画戸数4， 789， 000戸(公的資金による住宅
1 ， 997， 000戸，民間自力建設戸数2， 792， 000戸)うち公団住宅計画戸数は303， 000戸 (6.3%) と
いうものである。そして1955年 7 月 25 日には「日本住宅公団法J (昭和30年 7 月 8 日法律第53
号)に基つ寺き， 日本住宅公団(現住宅・都市整備公団〉が設立され，研究対象地域でも，この
1 年間に塀・藤井寺・羽曳野・河内長野・泉大津・和泉・岸和田・貝塚など 8 市において，合
図 2 大阪平野の南部丘陵地における戦災復興期の住宅地化
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資料〉 大阪府『大阪府住宅・宅地開発状況図~ (1977 ・ 1979 ・ 1986年) 5万分のしお
よび『住宅開発状況一覧表~ (1977 ・ 1979 ・ 1986年)，国土地理院『土地利用図』





計20か所，面積 32.7 ha，戸数2， 405戸の住宅地化をみた。そして，その中の10か所， 18.0 ha , 
1, 350戸は堺市のみで占められた。特に JR阪和線の三国ケ丘駅の東北東約 1km の広大な旧
軍用地の一部(現東三国ヶ丘町〉には， 日本住宅公団の金岡住宅， 6.2 ha , 900戸， 中層賃貸
(4 階建， 320戸 5 階建， 580戸〉の不燃性大規模集合住宅地が開発されたが，それは当時，















1955"-'1964年の前半 5 か年聞の住宅地化は88メッシュにおよんだ(表 2) 。 その分布は北東
部(り42 ・北西部ω36 ・南西部(B) 7 ・南東部倒 3 である。そして後半 5 か年聞のそれは86メッシ






(7) 東京都葛飾区の青戸第 1 住宅 (4 階建， 1 ， 223戸)，東京都板橋区の蓮根住宅 (4 階建， 816戸)，名
古屋市北区の志賀住宅 (3"-'5 階建， 1 ， 316戸，店舗14戸〉などである。
(8) 室構成は 2 DK (2 就寝室と食事兼台所)と 2K (2 就寝室と台所〉である。 4 階建の部分の 2D
Kは計画床面積 48.83m2 (320戸)，家賃29， 100"-'30， 000円(1956年)， 5 階建の部分の 2DKは計画
床面積 48.93"-'51.93 m2 (120戸)，家賃29， 100"-'30 ， 000円(1957年)， 5 階建の部分の 2Kは計画床
面積 42.03m2 (460戸)，家賃25， 500"-'26 ， 400円(1957年〉である。また，住宅団地施設として， 1958 
年より巡査派出所(賃貸) 1 件，耐火構造，施設面積 23.0 m2，保育所用地(無償貸付) 1 件，耐火
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株式会社の旭ケ正住宅地(14.1 ha , 600戸)のような民間宅地開発地もみられるが，府営と市
営住宅の建設が主であり，例えば，富田林北(木造 1 ・ 2 階建， 4. 71 ha , 264戸)， 富田林
板持(木造 1 ・ 2 階建，一部は簡易耐火構造， 3. 83 ha , 234戸)， 富田林東(木造 2 階建，
および 1 ・ 2 階建簡易耐火構造， 10.18 ha, 613戸)， 富田林北大伴 (1 ・ 2 階建簡易耐火構
造， 9.75 ha , 851戸〉など 4 か所の府営住宅，そして甲田(木造 2 階建， 0.35 ha , 24戸)，
須賀(木造 2 階建， 0.30 ha , 16戸入 錦織(木造 2 階建， 0.53ha, 30戸)， 錦織南(木
造 2 階建， 0.32 ha , 30戸)， 東板持災害者住宅(木造 2 階建， O.40ha , 25戸)， 若松住




社住宅は 3 か所(金岡東・浜寺・浜寺東)で，合計面積 144.5 ha，戸数日， 738戸 1 か所平




駅前・大浜・金岡・中百舌烏・白鷺・宮路池・津久野・向ケ丘〉で，合計面積 111. 6 ha，戸
数8， 774戸 1 か所平均開発規模は面積 14.0 ha，戸数1，096. 8戸である。なかでも白鷺は 17.8
ha , 2， 581戸あり，向ケ丘は 75.2 ha , 3, 722戸の比較的大規模な住宅団地である。土地区画整
理事業は 3 か所〔三宝東部・常盤・百舌鳥〉で，合計面積 60.9 ha，戸数1， 954戸 1 か所平
均開発規模は面積 20.3 ha，戸数65 1. 3戸である。市営住宅は14か所(日置荘A ・日置荘B.
日置荘c. 下草尾・西野・鶴道・小阪・福泉・長曽根・大豆塚・百舌烏・中深井・深井中町・
北八下〉で，合計面積 23.56 ha，戸数1， 463戸であり 1 か所平均開発規模は面積1.68 ha , 
戸数104.5戸である。府営住宅は 3 か所(登美丘・東陶器・福田〉で，合計面積 7.95 ha，戸
数480戸であって 1 か所平均開発規模は面積 2.65 ha，戸数160戸である。府営住宅・市営住




域をみても， まだ民間開発は極めて少なく， 富田林市の旭ケ丘(東洋不動産株式会社， 14.1 
ha , 600戸)， 岸和田市の佐伯(佐伯建設株式会社， 2.0 ha , 184戸)， 柏原市の旭ケ丘(近鉄
不動産株式会社， 8.2 ha , 125戸〉など 3 か所のみで，合計面積 24.3 ha，戸数909戸である。
3. 高度成長期後半 (1965~1974年〉
この時期は全研究対象地域(14市 7 町 l 村〉で住宅地化が展開され，第 2 次世界大戦以降の
わが国で最も住宅地化が急進した。特に1965"'1969年の 5 年間の住宅地化は1945"'1988年の聞
に起きた全住宅地化面積の41. 7%，全住宅建設戸数の39.5%に達した。そして 1970"'1974年の
それも面積の26.9%，戸数の25.0%になれ高度成長期後半の10か年では面積 5， 005.89ha 
(68.6%)，戸数185， 168戸 (64.5%) の住宅地化をみた。とりわけ堺市の住宅地化は著しく，
2, 223.98 ha , 81 ， 547戸の住宅地化が進み， それは 1 市のみで高度成長期後半の全住宅地化面
積の44.4%，全建設戸数の44.0%を占めた。一方，藤井寺市の住宅地化は1965"'1974年の 10年
間に，面積1.3 ha，戸数35戸，美原町は面積 3.7 ha，戸数 276戸と緩やかに住宅地化した。
1965"'1969年の聞に住宅地化したメッシュは331で(表 2 )，その分布は北西部(刈133 ・北東部
(C)125 ・南東部倒48 ・南西部 (B)25である。また， 1970'" 1974 年のそれは227であり(表 2 )，分
布は北東部(ο85 ・北西部仏)61 ・南東部倒43 ・南西部(B)38であって，北部の住宅地化が卓越した
(図 4) 0 1965'" 1974年の間の地形と住宅地化の関係をみれば，泉北丘陵 159 メッシュ， 信太















開発が最も盛んなのは堺市であるが，そのうちで1， 000戸以上の大規模住宅地は 1965""'1982 年
の聞に大阪府により開発された泉北ユュータウン， 1, 557 ha , 53， 500戸(うち500戸は和泉市)，
1966""'1968年開発の府営住宅である八回荘， 29.5 ha, 2， 551戸， 1972""'1973年開発の公社住宅
の堺原山台， 13.2 ha, 1, 508戸， 1971""'1972年開発の公団住宅の中百舌鳥公園， 12.0 ha, 2, 121 
戸などである。そして民間宅地開発地にはエピス住建株式会社が1969年に開発した深井中町，
(9) 大阪府建築部住宅政策課『大阪府住宅・宅地開発状況一覧表~ (1986年 3 月) 2 ページによれば，
公的機関による完了および実施中・計画中の住宅団地開発事業であり，大阪府は大阪府企業局による




(10) 1. 0 ha 以上および150戸以上の1955"-'1985年 3 月現在，完了および実施中・計画中の住宅・宅地開
発事業である。
(11) 公団施行を除く完了および実施中・計画中の土地区画整理事業(1985年 3 月現在〉。
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1.1 ha , 41戸から，熊谷組株式会社が1974"'1976年に開発した金岡， 2.5 ha , 529戸までの聞に
種々の規模の住宅地があるが， 1, 000 戸を超す大規模なものは 1 か所もない。しかし堺市の土
地区画整理事業は27件中12件に達L，そのうち 1， 000戸以上のものはつぎの 6 か所である。以下，
住宅地名・面積・戸数・開発年の順に示せば，北花田 (34.2 ha , 1, 173戸， 1967"'1975 年)，
浜寺船尾 (67.7 ha , 2 ， 321戸， 1969"'1985年)， 百舌鳥陵南 (69.1 ha , 2 ， 369戸， 1969"'1978 
年)， 深井(79.7 ha , 2 ， 733戸， 1971"'1985年)， 鳳西町 (33.3 ha , 1, 142戸， 1966"'1978年)，
深阪 (36.9 ha , 1, 673戸， 1971"'1979年〉などである。また，この時期に民間宅地開発が最も
盛んであったのは河内長野市である。なかでも1， 000戸以上の規模な住宅地は 5 か所あり，住宅
地名・開発主体名・面積・戸数・開発年を示せば，貴望ケ丘(開発観光株式会社(以下，株式
会社を省略)， 26.6 ha , 1, 190戸， 1968"'1970 年)， 青葉台(大登興産， 38.3 ha , 1, 000 戸，
1968"'1969年)， イトーピア長野(伊藤忠不動産， 69.1 ha,l, 500戸， 1970"'1974年)， サニ
ータウン(三井不動産， 45. 1 ha , 1 ， 300戸， 1970"'1975年)， 南花台(フジタ工業， 92.3 ha, 
3 ， 206戸， 1970"'1980年〉などである。逆に100戸以下の小規模な住宅地化は 2 か所あわそれ
は天野山ゴルフ荘園(大和開発観光， 6.4 ha, 56戸， 1968"'1973年)， 広野(大末建設， 4.5 
ha , 99戸， 1970"'1972年〉などである。
高度成長期後半に開発された公団住宅で， 2， 000 戸を超す大規模なものと， 50 戸未満の極小
規模なものの事例を示せば，前者は堺市で1971"'1973年に開発された中百舌鳥公園， 12.0 ha , 
2, 121戸である。これは南海電鉄高野線の中百舌烏駅と白鷺，駅の中間の南側沿線にあれ南海電
鉄高野線と国道R310との聞に位置している。階層は 3 つの部分からなり，耐火構造で 11 階建
の 1 DK (床面積， 49.96 mり， 542戸， 家賃28， 500"'29， 600円，管理開始1973年 8 月 31 日，
11階建の 2 DK (床面積， 60.55",64.16 mり， 1, 179戸，家賃36， 200"'37， 700円，管理開始1973
年11月 23 日， 14階建の 2 DK (床面積， 63.81",66.74 m2) , 388戸，家賃36， 200"'38， 100円，
管理開始1973年11月 30 日，そして 2 階建の店舗付住宅(床面積， 56.65",58.84 mり， 10戸，
家賃41， 900"'42, 800円，管理開始 1973年 12月 8 日 2 階建の診療所は住宅(床面積， 70.82 
m2) , 2 戸，家賃52， 500円，管理開始1974年 5 月 29日などで構成されている。さらにその団地
施設は診療所，賃貸 1 件(施設面積 73.8mり， 管理開始1973年12月， 歯科診療所，賃
貸 1 件， (施設面積， 47.7 mり，管理開始 1973 年 12月， 店舗，賃貸， 9 件， (施設面積，
42.3",87.3 mり， 管理開始1973年 8 月， 店舗の業種は米穀・燃料， 酒・調味料，パン・菓子
・牛乳，理容，美容，薬・化粧品，電気製品，住いの日用品，すし・和食，生鮮食料品である。
また，保育所用地，無償貸付 1 件， (用地面積， 2， 500.0mり，管理開始1975年 7 月，駐車
場用地，賃貸(用地面積， 4， 859.5mり，管理開始1974年 8 月，小学校，分譲 1 件， (施
設面積， 1, 791.0 m2，用地面積， 16, 530.0 mり，管理開始1979年 5 月などである。後者は堺市




に開発された公団住宅の大浜南町 (2.2 ha, 390戸)， 1951年に開発された府営住宅の大浜 (0.64
ha , 128戸)と隣接し，堺・泉北臨海平野の海抜高度1. 4m 前後に位置する市街地住宅であ
る。 5 階建の 2DK (計画床面積， 60.73'"'-'63.88 m2，専用面積， 52.26'"'-'54.94 mり， 48戸，
家賃59， 600'"'-'60， 700円，管理開始1975年 7 月 19日である。そして市街地施設として店舗，賃貸，
4 件， (施設面積， 49.4 mり，管理開始1975年 7 月，駐車場，賃貸， (用地面積， 82.5 mり，
管理開始1975年 7 月，店舗の業種はめん類・どんぶりもの，書籍・文具，弁当販売，衣料品，
雑貨である。研究対象地域で唯一の村である千早赤阪村の小吹に 1 つの民間宅地開発地がある。
これは1971'"-' 1981年に大末建設が開発した 36.6 ha , 1 戸建950戸の小吹台である。近鉄長野




は，千早川上流の小さな谷を隔てて眼前に葛城山(海抜高度 866m) ・金剛山(海抜高度 1， 112
m) がそそり立っている。南は石見)[ 1，北は佐備川，西は石川の上流部である。小吹台には千
早赤阪村役場小吹台(連〉・農協小吹台支所・小吹台小学校・小吹台幼稚園・第 1 保育所・第 1
'"'-'4 ちびっこ広場・小吹台 1 ・ 2 集会所などがある。
4. 安定成長期 0975"-'1984年〕
安定成長期には河南町・忠岡町・千早赤阪村以外の14市 5 町で住宅地化が進行したが，その
全住宅地化面積は 1， 300.26 ha , 48， 269戸で，高度成長期後半の約 4 分の l 程に減少した。安
定成長期の前半には 384.81 ha , 19, 030戸の住宅地化をみたが，最も住宅地化面積が多かった
のは岸和田市の 121.37 ha , 5, 059戸，ついで堺市の 62.75 ha, 5, 108戸，そして貝塚市の62.03
ha , 2， 409 戸である。 安定成長期の後半は 915.45 ha , 29, 239 戸の住宅地化が進み，和泉市
( 404. 22 ha , 11, 490戸)，河内長野市 (231.90 ha , 5, 083戸〉が卓越した。安定成長期に住宅
地化した全メッシュの地域的分布は，北西部(A)74 ・北東部(C)59 ・南東部倒33 ・南西部(司30で，
合計 196 メッシュである。そのうち1975'"'-'1979年のそれは北西部ω32 ・北東部位)26 ・南西部(司
17 ・南東部倒 7 ，合計82メッシュであり， 1980'"'-' 1985年は北西部仏)42 ・北東部(C)33 ・南東部ω
26 ・南西部(同13，合計114である。すなわち前半・後半ともに北部に住宅地化したメッシュが多
く，南部は少ないが，南西部と南東部を比較すると後半の住宅地化の中心は南西部から南東部
に移行した(図 5) 0 1975'"'-'1984年の住宅地化は泉南台地北部・泉北丘陵南西部・石川低地・
二上山地，泉南丘陵と和泉山地が接する傾斜変換線，そして金剛山地・和泉山地・河内長野丘
陵の接触点を中心にして，半径 3km 以内の地域に進行した。住宅地化件数を開発主体の 3
種別にみれば，公的住宅・宅地開発地 34件 (23.9%)，民間宅地開発地 95 件 (66.9%) ， 土地
区画整理事業13件 (9.2%) ， 合計142件である。公的住宅・宅地開発地が多いのは高石市 6 件
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資料〉園 2 と同じ。
田市11，土地区画整理事業が多いのは堺市 4件である。高石市の公的住宅・宅地開発地は府営
住宅の高石 (0.92 ha , 88戸)， 1980 ・ 1981 年建替え 1 ・ 2 階建， 中層耐火構造・富木南
(1. 02 ha , 70戸)， 1981 ・ 1982年建替え 1 ・ 2 階建，中層耐火構造，高石駅前 (0.17 ha ,105 
戸)， 1976年再開発，そして市営住宅の富木 (0.10 ha , 12戸)， 1984年建替え 2 階建，中
層耐火構造，富木南 (0.32 ha , 40戸)， 1983年開発 2 階建，中層耐火構造，公社住宅の高
石駅前 (0.06 ha , 30戸)， 1978年開発の高層分譲住宅である。堺市は府営住宅の浅香山(11. 19
ha , 1, 103戸)， 1976~1983年建替え， 1. 2 階建，中高層耐火構造，白鷺 (2.07 ha , 384戸)，
1975年開発 1 階建，高層耐火構造の部分からなる。そして市営住宅は上之芝(1.27 ha , 120 
戸)， 1983~1985年建替え，公社住宅開発はなく，公団住宅は鈴の官(16.17 ha , 1, 002戸)，
1979~1983年開発，低中層耐火構造，湊 (2.4 ha , 272戸入 1976年開発，中層耐火構造である。
和泉市は府営住宅の今福 (2.7 ha , 330戸)， 1981年開発 1 ・ 2 階建，中層耐火構造，市営住
宅開発はなく，公社住宅は光明台 (2.4 ha, 127戸)， 1982年開発，低中高層耐火構造の各部分
からなる分譲住宅で， 光明池公団住宅の中にある。 公団住宅はガーデンハウス和泉みたて山





・戸数・開発年を示せば，菱木(関西製鋼， 1. 3 ha , 78戸， 1976年)，八田北(東海興産， 1.5 
ha, 166戸， 1975年)，三宝町(丸紅不動産， 1.1 ha , 205戸， 1976'"'-'1977年)，土師(東海地所，
1. 7 ha, 78戸， 1976年)，田園辻之(木本光植ほか， 1. 9 ha , 234戸， 1977年)， 金岡寮(ダイキ
ン工業， 1. 08 ha , 40戸， 1977年)，辻之(星和地所， 1. 06 ha , 257戸， 1977年)，七道西町(洋
仲不動産， 1. 56 ha, 320戸， 1977年)，東三国丘(大阪ガス， 1. 08 ha , 90戸， 1977年)，賑町 4
丁(東洋不動産， 0.81 ha , 192戸， 1979年)， 大美野(森本興産， 1. 23 ha , 114戸， 1979年)，
陶器北(リパー産業， 1.9ha, 88戸， 1980年)， 辻之(西松建設， 2.53 ha , 137戸， 1980年)，
辻之(信和開発， 1.86ha, 73戸， 1980年)，注之(信和開発ほか， 4.98 ha , 187戸， 1980年)，
七道東町(丸紅， 0.9 ha, 171戸， 1982'"'-'1984年)， 八田北町(ウラベ， 1.1 ha, 81戸， 1982'"'-' 
1983年)，家原寺町(ウラベ， 1.2ha, 51 戸， 1982'"'-'1983年)，上野芝向ケ丘町(トーメン不動
産， 1. 2 ha , 240戸， 1983'"'-'1984年〉などである。また，土地区画整理事業も堺市が多い。その
事例は中百舌鳥(組合， 5.8 ha , 199戸， 1979'"'-'1985年)， 百舌烏梅町(共同， 0.5 ha , 17戸，
1976'"'-'1977 年)，鴬谷(組合， 9.9 ha , 343 戸， 1978'"'-'1983年)， 百舌鳥梅北(共同， 0.4ha, 
14戸， 1979'"'-'1985年)の 4 か所である。しかし，高度成長期の地価・家賃高騰のために，新し
い住宅地には空家や未建築造成地の増加が著しし、。
5. バブル崩壊期 0985'"'-'1988年)
この時期は南西部(B)13 ・北東部(り 6 ・北西部制と南東部制は各 4 ，合計27メッシュが住宅地
化した。特に南西部のそれは総てが和泉山地での開発であり，北東部のそれは石川低地と葛城
山地西麓である(図 5) 0 1985'"'-'1988 年の 4 年間の全住宅地化面積は 237.93 ha，全戸数は
5， 671戸であり，住宅地化をみた行政区は，堺・松原・高石・羽曳野・富田林・河内長野・和泉
・岸和田・貝塚の 9 市と河南・忠岡・熊取の 3 町である。そのうちで最も住宅地化が進んだの
は熊取町で，その面積は 98.3 ha，戸数1， 300戸であり，ついで羽曳野市の 32.08 ha, 910戸で
ある。この時期の全住宅地化件数を開発主体の 3 種別にみると，公的住宅・宅地開発地11件，
民間宅地開発地 5 件，土地区画整理事業 1 件，合計17件である。そして公的住宅・宅地開発地
の件数が多いのは河内長野市の 3 件であり，ついで、岸和田市の 2 件，堺・高石・藤井寺・富田
林・和泉の各市と忠岡町は各々 1 件である。民間宅地開発地は松原・和泉・貝塚の各市と河南
・熊取の各町で各々 1 件，土地区画整理事業は河内長野市で 1 件の住宅地化をみた。最も件数
が多い河内長野市の 3 件は総て公社住宅であり，向野 (5.03 ha, 378戸)は1988'"'-'1990年の開
発計画の住宅街区整備事業で，低中層耐火構造の分譲住宅である。加賀田 (3.98 ha , 142戸)
は1986'"'-'1989年の開発計画で，低層耐火構造の分譲住宅，清見台 (2.0 ha , 97戸〉は1986 ・
1987年の開発計画であり，低層耐火構造の分譲住宅である。そして岸和田市の 2 件も公社住宅
で，岸和田尾生(1.61 ha , 150戸)は府営住宅用地内にあって， 1986年完成の中層耐火構造の
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賃貸住宅，岸和田牛パミ池 (0.49 ha , 72戸)は1986年完成の高層耐火構造の分譲住宅である。





の熊取町南部地区(大学用地 30.6 ha を含む〉など，和泉観音寺は 0.73 ha , 28戸の極小規
模な分譲住宅，内田松尾寺は久保惣株式会社が開発主体の 3.49 ha , 104戸の中規模，熊取町
南部地区は南海電鉄株式会社が開発主体の 98.3 ha , 1, 300戸の大規模開発であるが，開発規
模の大小にかかわらず，総て1985"-1988年の聞の何れかに着工L， 1986"-1989年の聞には完成











1 辺 500mx 500 m のメッシュ内の最高点と最低点の海抜高度差をもって起伏量とした。
研究対象地域は全体の43.5%が起伏量 0，，-19 m の地域であり，起伏量 100m 以上の地域は
27.8%で，起伏量は概して北部が大きく，南部が小さい。起伏量が最も小さいのは北西部(A)で




南部の大起伏丘陵地， 河内長野丘陵の高位段丘などがあって， 起伏量 100m 以上の地域が
59.2% , 40,,-99 m の地域が32.0%あり，起伏量 40m 以上の地域で 91. 2%が占められ，最も
起伏量が大きく傾斜地が卓越している。北東部(りは起伏量 0，，-19 m の地域が 65.5%， 20,,-39 
mの地域が7.4%であり，南西部(B)の起伏量は 40，，-99 m の地域が24.4% ， 100 m 以上の地域
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注) C )の数値は%，矢印は高より低への傾斜方向を示す。
資料〉地理調査所『地形図~ (1908年測図・ 1951年発行) 5 万分の 1 [""大阪西南部j，地理調査所『地形図』
(1908年測図・ 1954年発行) 5 万分の 1 [""五篠j，地理調査所『地形図~ (1909年測図・ 1955年発行〉





m の地域は20.1% ， 50----99 m の地域は17.9%である。海抜高度 100----149 m の地域は12.1
%であるから， 10----149m の地域で研究対象地域全体の約半分を占め，丘陵地・台地・山麓
地などの卓越地域である。一方，海抜高度 0----9m の地域は11. 5%あり，平野・低地・扇状
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地の存在が認められる。地域別にみれば，北西部ωは海抜高度 0"，9m の地域と 10",49 m 
の地域で約70%近くが占められ，堺・泉北臨海平野と信太山台地の平野・丘陵地・台地で構成
されていて，海抜 100"，199 m の地域は8.4%， 200m 以上の地域はなし、。南東部倒は海抜高




大和川河谷・旧大和川扇状地などの一部と石川低地などの海抜高度 0"，49 m の地域で43.4% ，
美原台地・信太山台地・河南丘陵・富田林丘陵・泉北丘陵ほか，海抜高度 50"，149 m の地域
が52.5%に達する。そして4.1%であるが，二上山地・葛城山地西麓などの海抜高度 150m を




98.0%は谷密度 0"'4 の地域で、あって，残る 2.0%も谷密度 5"'9 の地域である。逆に南東部
制は谷が比較的複雑で，谷密度 10"'19の地域が 42.2%， 20以上の地域は6.3%であり，合わせ
ると約半分に近い。しかし谷密度 0"'4 の地域は 22.1 %で最も少ない。北東部位)の谷密度は
81. 8%が 0"'4 の地域で， 20以上の地域はなく，谷密度 5"'9 の地域は16.5%であって，北西
部wの次に谷が単純な地域である。南西部制は谷密度 0"'4 の地域が57.8%， 10"'19の地域は










部(りは南向系傾斜地が10.2%，東向傾斜地を合わせると 21. 3%で，北向系傾斜地が54. 7%であ
り，南東部ωよりも一層日陰斜面が多く，西向傾斜地を加えれば76. 7% となる。南西部(同は南






戦災復興期 高度成長期前半 高度成長期後半 安定成長期 バブル 合計崩壊期
時期
1985 
"'49 I "'54 "'59 I "'64 "'69 I "'74 "'79 I "'84 "'88 〈平均〉
階 起〈伏m量) 9.5 17.0 14.3 24.6 31. 4 34.4 27. 1 21. 8 62.9 27.0 
級 海度抜Cm高> 12.3 44.6 41. 1 52.7 75.9 80.2 54.4 94.0 136.5 65.8 
値 谷密度 2.0 2.1 2.2 2.9 2.7 3.3 2.6 3.9 8.3 3.3 
2 一 3 1 4 6 3 19 
C 2.7) 〈一一)1 C 3.5) C 0.3) C 1. 8) (一一〉 C 5.3) C 1.1) C 1. 8) 
傾 7 21 16 54 45 25 20 2 190 
(一一〉 C 9.3) C 23.9) C 18.6) C 16.3) C 19.8) C 30.5) C 17.5) C 7.4) C 18.2) 
〆 2 1 5 2 18 5 3 5 41 C 12.5) C 1. 3) C 5.7) C 2.3) C 5.4) C 2.2) C 3.7) C 4.4) 〈一一〉 C 3.9) 
斜 ノ 7 10 13 62 32 7 10 4 145 (一一〉 C 9.3) C 11.4) C 15.1) C 18.7) C 14.1) C 8.5) C 8.8) C 14.8) C 13.9) 
K¥ 8 39 30 26 88 67 29 32 9 328 C 50.0) C 52.0) C 34.1) C 30.2) C 26.7) C 29.5) C 35.4) C 28.0) C 33.4) C 31. 4) 
方 \、 1 4 6 5 1 4 21 (一一〉 (一一〉 C 1.1) C 4.7) C 1. 8) C 2.2) C 1. 2) C 3.5) (一一〉 C 2.0) 
+一
6 17 15 9 48 43 7 25 5 175 
C 37.5) C 22.7) C 17.0) C 10.5) C 14.5) C 18.9) C 8.5) C 21. 9) C 18.5) C 16.7) 
2 6 13 46 20 10 10 3 110 
向 ーー参 〈一一〉 C 2.7) C 6.8) C 15.1) C 13.9) C 8.8) C 12.2) C 8.8) C 11. 1) C 10.5) 
その他 8 6 2 1 17 〈一一〉 (一一〉 C 2.4) C 2.7) (一一〉 C 1. 8) C 3.7) C 1. 6) 






1945"'1988年の聞に住宅地化したメッシュは 1， 046で，全研究対象地域の 37.4%に達した。
戦災復興期に住宅地化したメッシュは 91であったが，高度成長期前半は 174，高度成長期後半
は558になり，戦災復興期の 6倍余に急増した。しかし安定成長期には196に減少し，さらにパ
ブル崩壊期の 4年聞は27に急減した(表 2)。 住宅地化のために人工的に地形改変されたメッ
シュの原地形の平均起伏量は 27.0m，平均海抜高度は 65.8m. 平均谷密度は3.3である。そ
して南向系傾斜地が7.7%，東向傾斜地を加えれば18.2%であり，北向系傾斜地は63.5%，西向
傾斜地を合わすと80.2%で，日向斜面と朝日を受ける斜面よりも，日陰斜面と夕日を受ける斜







R.L.V.値〉は23.8であり， 1950""' 1954年の聞のそれは63. 7となって差は約40近く増加した。
そして 1945""'1954年の R.L.V.値は87.5である。戦災復興期の住宅地化はその差 32.3m で
海抜高度の低い地域から高い地域へと進行し，南向系傾斜地は12.5%から4.0%に減少した。高














110.0で，高度成長期前半の初めの 5 か年のそれよりも 52.4，後の 5 か年聞は227メッシュが住
宅地化し， R.L.V.値は29.8の差で増加した。そして1970""'1974年の R.L.V.値は 118.0 で
あり，高度成長期後半の初めの 5 年間と後の 5年間の R.L.V.値の差は8.0の増加に過ぎない。
南向系傾斜地は7.5%から6.2%に減少し，高度成長期後半の地形改変の環境条件はやや悪化し
た。安定成長期の初めの 5 か年聞には82メッシュが住宅地化し，その R.L.V. 値は 84.1，後
の 5 か年聞は114メッシュが住宅地化して，その R.L.V.値は 119.7 となり，差35.6の増加を
みた。その聞における南向系傾斜地は4.9%から13.2% となり差8.3で増え， R.L.V. 値は悪
化したが，傾斜方向はより多くの日向斜面が選好された。しかし起伏量が減少したのに対して，









は11. 1%となり， 2.1%減少して，日向斜面の選好も可能性が縮小し(表 2 )，民間宅地開発地
の開発が相対的に増加した。
v. ま と め
大阪平野の南部丘陵地における 1945"'1988年の住宅地化の地域的特性を要約すれば，次のと
おりである。
(1) 戦災復興期は信太山台地・泉南台地を中心にして，面積 74.37 ha，戸数5， 966戸が開発
され， 91メッシュにおよんだ。高度成長期前半は信太山台地・泉南台地・河南丘陵・泉北丘陵
・石川低地ほかにも住宅地化をみて，住宅地化は 679.48 ha , 42， 116戸， 174メッシュとなっ
た。高度成長期後半は住宅地化の最盛期で，泉北丘陵，和泉山地・河内長野丘陵ほか，全研究
対象地域に展開され， 5, 005.89 ha, 185， 168戸， 558メッシュに達した。安定成長期は主に泉
北丘陵・泉南台地・和泉山地で， 1, 300.26 ha , 48， 269戸， 196メッシュが開発された。バブル
崩壊期には和泉山地・葛城山地西麓ほかで， 237. 93 ha , 5, 671戸， 27メッシュの住宅地化をみ
た。その結果，全住宅地化メッシュの50%は丘陵地， 29%は台地， 4%は平野， 17%は山地で
起きた。また， 60%は泉北丘陵・信太山台地・泉南台地・和泉山地で住宅地化が進み，丘陵地
の住宅地化の40%は泉北丘陵，山地のそれの65%は和泉山地で進行した。これを地区別にみる
と，北西部381メッシュ (36%)，南西部134メッシュ(13%弱)，北東部393メッシュ (38%) ，
南東部138メッシュ(13%強〉である。
(2) 全研究対象地域の原地形の小地形的環境をみれば，起伏量は 0"，9m の地域が43%，







(3) 住宅地化した地域の小地形的環境は，平均値でみると起伏量 27.0m，海按高度 65.8m ，
谷密度3.3であり，傾斜方向は南向系傾斜地7.7%，北向系傾斜地63.5%である。時期別に起伏
量・海抜高度・谷密度の平均値をみると，戦災復興期は起伏量 13.3m，海抜高度 28.5m ，
谷密度2.1であり，高度成長期前半は起伏量 19.5m，海抜高度 46.9m，谷密度2.6である。
そして高度成長期後半は起伏量 32.9m，海抜高度 78.1m，谷密度3.0となり，安定成長期は




くなり， 13m 強から 63m 弱の地域へと移行した。海抜高度も安定成長期に数m 減少する
が，他は 29m 弱から 137m 弱の地域へと移り，谷密度も 2.1から徐々に増え，最後は8.3に
急増した。その結果，住宅地化は地形改変の比較的容易な地域から，より困難な小地形的環境
の地域へと進められたことがわかる。南向系傾斜地は戦災復興期5.5%，高度成長期前半8.6% ，
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